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敬和学園大学で20 0 0年以後の数年間でとっ てきた大学改革の方針と具体的な政策と方法の重要な点に つ い て ､

ほぼ時系列的に取り組んできた順序に従 っ て簡潔に述 べ た い ｡ 大学改革には ､ 入試改革 ､ 就職改革､ 図書館

改革 ､ 研究組織改革､ 事務組織改革, 法人組織改革, 経 営改革なども含まれるが ､ 以下で は主に教務プロ

パ ー

の 領域に つ い て略述する｡ 1 . 敬和学園大学の概況の後に, 2 . 大 学教育会議とF D 研修会､ 3 . 大 学基準

協会の加盟判定審査､ 4 . ミッ シ ョン ･

ス テ ー トメント､ 5 . 新 学科 の増設に つ い て述 べ ､ 現状と課題を簡潔に報告

したい ｡

T his p a p e r p r e s e nt s u ni v er sity r efo r m p olici e s , s tr at egi e s a n d m e th od s at K ei w a C olle g e , S hib at a

C it y , sin c e 2 0 00 , c o n cis ely m e n ti o n ln g a S f ollo w s , 1 ･ G e n e r al Vi e w of K eiw a C oll e g e ･ 2 ･ E d u c ati o n al

M e eti n g s & F D M e eti n g s , 3 . A c c r e dit ati o n b y J U A A , 4 ･ T b e M is sio n St at e m e nt , a n d 5 ･ C r e atio n of a N e w

D ep art m e nt .

1 . 敬和学園大学の概況

敬和学園大学は大綱化の直前の1 9 91 年 4 月に , 地元

の新発田市 ･ 聖能町 ･ 新潟県の多大な支援の 元で ､ 学校

法人敬和学園の学園構想に基づ い て英語英米文学科と

国際文化学科 の 二学科 (入学定員各10 0 人) で構成さ

れる人文学部の単科大学として発足した｡ 1 9 9 3年 4 月

には ､ 完成年度前で あ っ たが ､ 英語英米文学科に英語

科教職課程を設置した｡ 専任 (またはそれに準ずる)

教員は3 5 人前後で構成されてきた｡ そ の 教育方針とし

て､ キリスト教主義, 国際主義､ 地域主義を掲げ､ キリ

スト教主義リベ ラ ル ･ ア
ー

ツ教育を標模する教育大学で

ある｡

1 9 91 年度から学生による授業評価を全科目で実施 し

(19 9 5年度からは授業の改善の ためにその結果をデ ー タ

化して担当教員にフ ィ ー ドバ ッ ク) ､ 1 9 93 年度からシラバ

ス を発行し､ 1 9 95 年度には 旧 一 般教育を中心とした第
一 回目 の カリキ ュ ラム 改革を行 っ た｡ カリキ ュ ラム 改革

の要点は ､ 英語を中心にした外国語改革にあり､ レ ベ ル

( Ⅰ ･ Ⅱ ･ Ⅲ) とコ
ー

ス (読む ･

書く
･ 聴く･ 話す) に分けて

少人数の 能力別段階履修を導入し､ そ の ためにプレ
ー

ス メント
･

テ スト､ 統 一 教科書､ 統 一 試験を導入したこと､

ならびに コ ー デ ィネ ー タ ー 制度とネイテ ィヴの契約講師

制度を導入したこと (詳しくは ､ 松崎洋子 ｢外国語教育

改革一散和学園大学の 場合+ 『一 般教育学会誌』
一

般教

育学会 〔後に大学教育学会と改称〕 1 99 6年､ 第18 巻第

1 号､ 3 7 -4 3 頁 ､ 参照) ､ さらに旧
一

般教育を共通基礎

科目としてA 群からG 群に変更した ことなどが挙をヂられる.

これらのカリキ ュ ラ ム改革と密接に 関連することで ある

が
,
1 9 94 ･ 95 年度には第 一

回目 の自己点検 ･ 自己評価を

行 い , 教育 ･ 研究に関しては 『敬和学園大学の 現状と展

望 - 1 99 4 年度自己点検 ･ 自己評価報告書』 を発行し､

管理運営に 関しては 『敬和学 園大学 の現状と展望
-

1 9 9 5年度自己点検 ･ 自己評価報告書』 を発行して公表

した｡ また､ 1 9 98 ･ 99 年度には第二回目の自己点検 ･ 自

己評価を実施し､ 教育 ･ 研究 ･ 管理運営に関して 『敬和

学園大学の 現状と改革 - 1 9 98 ･ 8 9 年度自己点検 ･ 自己評

価報告書』 を発行して公表した｡

他大学との単位認定に関しては ,
1 9 91 年度からアメリ

カの 二大学に派遣する短期留学制度を導入して単位認

定してきた ｡ その後､ ア メリカの他 ､ イギリス , オ ー

スト

ラリア の 5 大学 ･ 高等教育機関に派遣する短期留学制度

に加えて ､ 長期留学制度 (半年･ 1 年) ならびに自由留
l

学制度を導入して充実させ てきた｡ 長期留学制度 ･ 長期

自由留学制度は 日本 の授業料の半額を限度に支給する

奨学金制度も導入 した｡ 国内では ､
1 99 8 年度から放送

大学と単位互換制度を導入し､ 2 001 年度から県立新潟

女子短期大学との単位互換制度､ 2 00 2年度から新潟大

学人文学部 ･ 国際情報大学との単位互換制度を導入した｡

施設に関して は､ 1 9 95 年には食堂 (オ レ ン ジ ･ ホ ー

ル)

の アネ ッ クスを増築し, 1 9 98 年 に体育館新築ならびに校

舎増築 (演習室と中教室の増設､ 図書館の 増改築､ 就

職指導室 ･ 国際交流室 ･ ボランテ ィア ･ セ ンタ
ー

の新設)

をして､ サ
ー ビス の改善に努めた｡

2 0 00 年 には ､ 専門科目を中心 にした第二 回目の カリ

キ ュ ラム 改革を行 っ た｡ そ の要点は ､ 第 一

に ､ 専門科

目の コ
ー

ス制度を導入である. 英語英米文学科 (英米

文学 コ ー

ス ､ 英語学 コ ー ス) ､ 国際文化学科 (比較文化

コ ー

ス ､ 国際関係 コ
ー

ス) と両学科に跨るコ ミ ュ ニ ケ
ー

ション ･ コ ー

ス の 5 コ
ー

ス に分けて学科の 壁を低くし､ 学

生 の ニ ー ズ に応じて , 浅く広く学ぶことも狭く深く学 べ る

ことができるようなオ
ー プ ン ･ コ ー ス の単位設定にした｡

第 二 に, 演習教育の 改革である｡ 基礎演習 ( 1 年次必

修) を導入 し､ 共通 テ キストとして 『基礎演習 ハ ン ド

ブ ッ ク』 を作成した｡ また, 従来 の 3 ､
4 年次 の専門

-
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演習 (必修) を 2 , 3 年次 ( 2 年次必修 ､
3 年次選

択) に下ろし､ 4 年次 の 卒業論文 (選択) を個人指導

( チ ュ
ー

トリア ル) に して ､ 希望すれば ､ 4 年間 一 貫し

た少人数の 個人指導が受けられるようにしたム 同時に複

数の専門演習を受けることがで きる演習制度に改めた｡

第 三に､ 1 9 94 年度から学生関係 ･教務関係で ⊥ 部導入し

て いたG P A 制度を本格的に導入して ､ 各学期2 4 単位 の

キャ ップ制度やアドヴァイザ
一 利度とリンクさせ た｡ すな

わち､ G P A 3 .0 以上の ハ イ ･ グレ ー ドの学生には2 7 単位ま

で履修を認め､ G P A l .0 未満の ロ ー ･ グ レ ー

ドを 2 学期連

続取 っ た学生は ､ 前学期の 3 分の 2 に制限して集中し

て履修する制度を導入 し, アドヴァイザ - と面談する履

修指導 日 (各学期初日) を設けた (詳しくは ､ 山田耕

太 ｢敬和学園大学の カリキ ュ ラム改革+ 『大学教育研究

年報』 第 6 号, 新潟大学大学教育開発研究セ ンタ ー

､

20 01 年､ 所収､ 参照) ｡

2 . 大学教育会議とF D 研修会

予想よりも遥か に早く1 9 99 年度 の 入学者から定員割れ

という状況を迎えることにな っ た｡ それ以前の19 96 年度

から1 9 99 年度まで毎年 一

回 ｢教員リトリ ー

ト+ と称して教

員金員参加を原則とした 一

泊研修会を開催し､ 教授会

や各種委員会では 審議で きない全学的な問題を提案し

て議論する場を設けてきた｡ しか し､ 火急で危機的な

場面を迎えて ､
1 99 9年 3 月には有志の教員を中心にし

て ｢ブレ ー ン ･

スト ー ミン グ+ の会議を何度も繰り返して

開催した｡ 始 めは かなりの教員が参加して い たが , 回

数を増すに つ れ次第に参加教員が 限られてきた｡ また ､

1 99 9年度には法人 ･

大学
･

高校の 中枢的構成員で構成さ
一

れた将来構想委員会を繰り返して開催し､ 大学有識者

を招い て助言を受けた｡ さらに､ 同年度未には 同 一

法

人 の 高校と大学を中心 にして高大の連携を深める高大

連携委員会を立ち上iヂた ｡

20 0 0年1 1月 から ｢教員リトリ ー ト+ や ｢ ブ レ
ー

ン ･ スト ー

ミン グ+ に代えて ､ 教授会に準じる会議として ､
｢大学

教育会議+ (以下では ｢教育会議+ と略す) を設置した｡

教育会議では ､ も っ ぱら大学の教育に関するテ ー マ に つ

い て教授会と同様に学長が召集し､ 専任教員､ 事務局

長､ 総務課長 ､ 教務課長で構成される｡ 規定で は ｢教

育機関として質の 向上をはかり､ 直面する重要問題を討

議する会議+ (敬和学園大学大学教育会議内規第 1 条)

とその性格を定めて いる｡ また､ 意思決定をはかる教授

会とは異なり ｢意見を交換し､ 討議を深めることを目指

すもの+ ( 同第 3 条) と規定して い る｡ 教育会議では ､

学長や教員の プレゼンテ ー ション の後に, 議論を中心に

進められる｡ そ の議題は ､ 学長補佐機関である大学運

営委員会で諮られる｡ 今まで の主要な議題は､ 学科や

学部の 名称変更の問題､ 大学基準協会に加盟判定審査
- の準備､ ミッ シ ョン ･ ス テ

ー

トメントの 作成､ 新学科の

設立に関する諸問題などである｡ コ ン セ ンサ スが得られ

た重要な結論は教授会で決定された ｡ 教育会議は不定

期で あるが ,
2 0 00 年度 の後半から2 00 2 年度 にか けて ,

多 い時には毎月 一

回程度頻繁に開かれてきた｡

教育会議と同時に ､ 講義や演習の内容の改善を目指

して ､ F D 研修会を開催してきた｡ F D の 領域は多岐に亘 っ

て幅広 いが ､
F D 研修会では授業の改善に限 っ てテ ー マ

を取り上をヂてきた . 例えば､ コ ン ピ ュ
ー

タを用 いた授業

や資料の作成方法､ マ ッ ピング の手法を取り入れた授業 ､

ポ ー トフ ォリオを取り入れ た評価方法, 問答法を取り入

れた講義法, 演習の取り組みの事例などである｡ F D 研修

会の講師は､ F D 委員会で学内の教員の 中から選んで依

頼した｡ F D 研修会はしばしば教育会議の 前段に､ プレ

ゼ ン テ ー シ ョンと質疑応答を入れて30 分程度の短時間で

行 っ てきた｡ こ の他, 専任教員には 『F D ハ ン ドブック』

(大学セミナ ー ･ ハ ウス) , 『カリフォ ル ニ ア大学 バ ー

ク

レ ー 校授業改善のヒント集』(東海大学出版局) ､ 『成長す

るチ ップス先生』 ( 玉川大学出版局) などを配布し､ 学

生による授業評価の 結果と併せ て ､ 授業改善に役立て

てもらうことにした｡

それ以前から続けてきたことであるが ､ 中堅 の教員や

初任の 専任教員を大学セミナ ー ･
ハ ウス の各種の研修会､

私立大学連盟の研修会､ キリスト教学校教育同盟の 夏期

学校, I D E の 研修会､ 京都大学高等教育研究開発推進
センタ ー 主催の研修会などに派遣してきた｡

3 . 大学基準協会の加盟判定審査

1 99 6 年から大学基準協会の 研修会に毎年参加して い

たが ､ 1 9 98 年にはその賛助会員にな っ た ｡ 大学教育 の

改革 ･ 改善に努めてきて 2 度 の 自己点検
･

自己評価を行

い ､ 大学基準に到達して数年経過したと思われたの で ､

20 01 年度に第三 回目の 自己点検 ･

自己評価を実施して

20 02 年度に外部評価 ･

第 三者評価 (認証評価機関による

評価) として大学基準協会の加盟判定審査を受けること

にした ｡ それを大学運営委員会では かり教授会で決定

した ｡ そ の ために ､
20 01 年度秋には ､ 教育会議に大学

基準協会の外聞寛会長 ( 中央大学前学長) と事務局員

を講師に招い て加盟判定審査 - の 準備をした｡ また､
2 00 2 年度秋には ､ 大学基準協会理事で ある相川正吉大

学教育学会長 ( 国際基督大学学長) を教育会議の講師

に招い て 日本の 大学改革を巡る現況と将来に つ い て講

演して頂 いたc

大学基準協会 - の加盟判定の ため の自己点検 ･ 自己

評価は , 従来の私大連盟の自己点検 ･ 自己評価に基づ

い て作成した本学の 独自の 点検項目を改めて ､ 大学基

準協会の 点検項目に従 っ て行 っ た｡ しか し､ 大学基準

協会は2 00 2 年から従来とは異な っ た新しい点検項目によ

る加盟判定 ･相互判定の新しい評価システ ム に移行した｡

そ こで新し い評価シ ス テム に従 っ て 点検項目を定めた

が
､ 大学として必要不可欠で加盟判定に求められるA 群

の 点検項目に基づき､ 大学として高度に必要とされ相互

判定に求められるB 群 の 点検項目や大学として望まれる

任意のC 群 の 点検項目も本学の 特色を明らかにする場合

- 1 5 0
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には追加した｡ さらに､ 大学基準協会の 点検項目に は

全くないが､ 従来の 本学の自己点検 ･ 自己評価で 行 っ て

きたキリスト教主義教育とボランティア教育に関しては ,

独自の点検項目として最後の 2 章を追加した (詳しくは ,

『自己点検 ･

評価報告書20 01 年度
一

大学基準協会加盟判

定審査報告 一 敬和学園大学』敬和学園大学､ 2 0 03 年､

参照) ｡

幸 い なことに､ 大学基準協会の 加盟判定審査に合格

し､ 2 00 3 年4 月に新潟大学と新潟薬科大学に続い て新

潟工科大学と並び新潟県で 3 番目に大学基準協会の正

会員として認定された｡ 加盟判定審査結果の 中で ､ 財

務三表の公表が勧告として求められた｡ この 点に つ い て

従来は予算 ･ 決算の概略を学内報の 『敬和カレ ッジ ･ レ

ポ ー

ト』 で 毎年掲載 してきたが ､ そ の 直後 に組 ん だ

『敬和カレッ ジ ･

レ ポ ー

ト』 2 00 3 年7 月号で財務三表の掲

載に改めた｡ 来年度以後も予算決算報告を掲載する号

では財務三表を掲載する予定である｡

長所 の 助言として ､ 第
一 に

､
｢ チ ャ ペ ル

･ ア セ ン ブ

リ
ー ･

ア ワ
ー

+ ､ 必 修科目の ｢ キリスト教学+ と ｢ ボラ ン

テ ィア論+ などのキリスト教主義教育, 第二に ､ レ ベ ル
･

コ ー

ス 別 の英語教育や学生に対するネイティブ ･ ス ピ ー

カ ー の 教員比率の 高さ (全国20 位) ､ コ ー

ス の 多彩で

ディプ ロ マ 制度などの 特色の ある外国語教育､ 第三 に､

キャ ップ制度 ･ G P A 制度 ･ G P A 制度と連動したキ ックアウト

制度などが 先進的である点､ 第 四に､ F D 研修会や外部

の 研修会 - の 派遣などで教育方法の 改善に努めて い る

点､ 第 五に ､ 相当数の科目等履修生を受け入れて いる

点 (2 00 1 年度7 9人) ､ 第六に ､ 教員 の 出身大学に偏りが

なく, 外 国人 教 員比 率 (2 0 % ) と女 性 教 員 の 比 率

(3 7 % ) の高 い点､ 第七に ､
バリア フリ ー が かなり実現さ

れて ｢新潟県福祉のまちづくり条例+ の適合証を得て い

る点が高く評価された｡ こ れらの 諸点は , 今後も本学の

特色として伸ばして いきたい ｡

問題点として , 第
一

に , 学生 の確保という点で定員充

足率が20 0 2年には 8 割を割るが ､ 抜本的な策が講じら

れて い ない点が指摘された ｡ この 点は ､ 後述するように

加盟判定審査と同じ年に20 04 年度開設予定の新学科を

申請するために文部科学省と折衝しており､ 2 00 3 年度に

認可されたの で ､ 加盟判定審査の 段階と現段階とでは

違い があり､ 新学科設立という抜本的な策は既に取られ

て い る｡ 第 二 に､ 既に以前の 自己点検 ･ 自己評価で指

摘されてきた点であるが ､ 学長 の 補佐体制の強化が指

摘された が , 今後 の課題の
一

つ で ある｡ 第三 に､ 三年

間に亘 っ て定員充足率が1 00 % を割 っ て い るの で , 学科

の 名称変更や学科 の増設によ っ て ､ 定員充足率を上 げ

て財政 的な改善を図ることが指摘された ｡
こ の 点も,

2 00 4 年度から英語英米文学科の名称を英語文化 コミュ ニ

ケ
ー シ ョ ン学科と変え､ 共 生社会学科を増設することが

文部科学省との 折衝で 認可され ､ 学 生募集を行 っ て既

に改革
･ 改善を図 っ て い る｡ 第四 に､ こ の点も既に以前

の自己点検
･ 自己評価で指摘されたことであり､ 学長補

佐体制と密接に関連することであるが､ 企画調整の機能

を強化することが指摘されて いる｡ これも今後の課題で

ある｡ これらの課題に向か っ て､ 2 0 03 年4 月に初代学長

から二代目学長に交代することによ っ て ､ 継続性に配慮

し つ つも新規 一 転して ､ さらなる改善･ 改革に取り組む体

制を整えた. 新し いリ ー ダ ー の 下で の新たな改善 ･ 改革

は鹿に始まっ て いる｡

4 . ミッション
･ ス テ

ー トメント

大学設置基準の大綱化以降に各大学は､ 大学 の個性

化と密接に関連して , 教育理念や教育方針を明確にす

ることが求められて いる｡ 大学は広 い意味で の非営利組

織の
一 つ であるが､ 非営利組織にとっ て最も重要なこと

は ､ その組織の 存在理由である ｢ミッ シ ョン+ で ある (P .

ドラ ッカ
ー

『非営利組織の経営』 ダイヤモ ンド社) ｡ 大学

の ｢ミッ シ ョ ン+ は､ 各大学の 存在理由である教育 (研

究) 理念や教育 (研究) 目的を記した学則第
一 条に記

されて いる｡ 敬和学園大学の教育理念 ･ 教育目的は､ 次

のように記されて い る｡ ｢本学は ､ 教育基本法と学校教

育法に従 い , 福音主義キリスト教の精神に基づく自由か

つ 敬度な学風の 中で真理 を探究するとともに心 の教育を

実践し､ 国際的教養豊かな良心 的人材を育成ことを目

的とする｡ + ( 学則第 1 条) 0

危機的な場面に直面して ､ 教育の改善改革をさらに

強く推進すると同時に､ もう
一

度原点で ある教育理念
･ 教

育方針に立ち返 っ てそ の存在理 由を点検し, 確認する

必要が 生 じた｡ 学則 第
一

条 に盛られ て い る事柄 は ､

｢ミッ ション+ そ のもの ､ ｢ ユ ニ ヴア
ー シテ イ

･

ア イデン テ ィ

テ ィ+ そ のもの である. しか し, ｢ コ
ー ポレイト･ アイデン

テ ィテ ィ+ と比 べ ると､ 学則で謡われた教育理念
･ 教育

目的は時代を越えて 不変の ｢ マ インド
･ ア イデ ン テ ィ

テ ィ+ に相当し､ ｢ミッ シ ョン
･

ス テ ー トメント+ は時代や

社会の要請や構成員の 必要に応じて変わる行動目標で

ある ｢ビ ヘ イピ ュ ア
･ ア イデ ンテ ィテ ィ+ に相当する｡

｢ミッ シ ョン ･ ス テ
ー

トメント+ は大学が何で あるか を端

的に表す｡ 多様な組織に分化し, 多様な科目を提供し､

多様な活動を展開して マ ル テ ィヴア
ー シ テ ィ化して い る

大学が ､
ユ ニ ヴア ー シ テ ィとして

一

つ の 教育組織として

共同の 意識を共有するに は､ 簡単な言葉で表現した共

通の行動日標を掲iヂる必要が ある｡ 学生教職員の誰で

も口ずさめる程度の短い言葉で表現することが望ましい ｡

また ､ 保護者
･ 高校生 ･ 高校教員を始めとする学外 の

人 利 こも理解しやす い言葉にまとめる必要が ある｡

こうした 点を考慮した上 で , 内外 の 著名な大学 の

｢ミッ シ ョン ･ ス テ
ー

トメント+ を研究し､′敬和学園大学
の

過去1 2 年 の教育活動を振り返り､ 学則第
一

条を分かりや

すく現代化して ､ 以下 のミッ ション
･

ス テ ー トメントの言葉

にまとめ た｡ それは教育会議 の議論を経て ､ 大学運営

委員会で取りまとめ2 00 2年1 2 月に教授会で承認された｡

｢敬和学園大学は , キリスト教精神に基づく自

由か つ 敬度な学風の 中でリベラ ル ･ ア
ー

ツ教育

-
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を行 い ､ グ ロ ー バ ル な視点で 考え, 対話とコ

ミ ュ ニ ケ ー シ ョンとボラ ンテ ィア精神を重ん じ､

隣人に仕える国際的教養人を育成します｡ +

内容に つ い て コ メントを加えると, キリスト教主義リベ

ラル
･

ア
ー

ツ教育の教育理念は ｢キリスト教精神に基づく

自由か つ 敬度な学風 の 中でリベ ラ ル ･ ア
ー

ツ教育を行

い+ に, 国際主義の教育理念は ｢ グロ ー バ ル な視点で

考え+ ｢ 国際的教養人+ の育成に､ 地域主義の教育理念

は ｢隣人に仕える人+ の 育成に表明されて いる｡ また､

国際文化学科 ､ 英語文化 コミ ュ ニ ケ ー シ ョン学科､ 共生

社会学科 のキ ー ･ ワ ー

ドが それぞれ ｢( 文明間) 対話+

｢ コミュ ニ ケ ー ション+ ｢ボ ラン テ ィア精神+ に表現されて

いる｡

5 . 新学科の 増設

既に触れたことであるが ､ 定員割れに対する抜本的な

対策として, 2 0 04 年 4 月 から共 生社会学科を増設 し､

英語英米文学科を英語文化コミュ ニ ケ ー シ ョン学科に名

称変更した｡ すなわち､ 入学定員20 0 人を変えずに､ 従

来の 英語英米文学科と国際文学科の 入学定員を各々

1 0 0 人から80 人 に変更 し､ 共 生 社会学科を40 人を加え､
2 学科体制から3 学科体制に変更した｡ また､ 教員組

織も 3 学科変更し､ 同時に第三 回目のカリキ ュ ラ ム改革

を行 っ た ｡
コ ー

ス 制度も､ 英語文化 コミ ュ ニ ケ ー シ ョン

学科の 英米文化コ
ー

スとコミュ ニ ケ ー シ ョン ･ コ ー

ス ､ 国

際文化学科 の 比較文化 コ ー

ス と国際関係 コ
ー

ス
､ 共 生

社会学科の共生とケア ･ コ ー

ス の 合計 5 コ ー

ス 制度に大

幅な変更を加えた｡

共生社会学科は ､
｢ 共生社会+ の 創出を目指 して ,

｢共生+ と ｢ ケア+ をコ ンセ プトにして ､ 新し い 意味で

の社会福祉やN G q 伽P O 組織の人材の養成を目的とする｡

すなわち､ 大量生産 ･

大量消費型の社会､ 役所と企業中

心 の社会 ､ 所有価値中心 の2 0 世紀 の 競争社会から､ 環

境保全循環型の社会､ N G αN P O などの第三セ クタ ー が

重要な働きをなす社会､ 存在価値 中心の2 1 世紀 の 共生

社会 - の移行を視野に入れた人材の養成である｡

共生な い しは 共生 社会という名前の つ い た 学科 は ,

7 00 近 い 大学の 中で まだわずか であるが ､ そ の ほとんど

は自然科学系からの アプロ ー

チ であり､ 社会科学系から

の ア プ ロ ー

チ が 1 ､ 2 例あるが ､ 人文科学系 の ア プ

ロ ー

チ は初めてである｡ また､ 従来 の社会福祉学部 ･ 社

会福祉学科との違 い の第 一 は
､ 従来 の社会福祉系の学

科が 資格取得を目的とするカリキ ュ ラム構成で あるの に

対して , 社会福祉やボラン テ ィの現場で求められて い る

人間観や価値観の 教育にカを入れたカリキ ュ ラ ム構成と

な っ て い る点である ( コ モ ン ･ ベ ー シ ック科目群) ｡ ただ

し､ 社会福祉士国家試験受験資格課程をカリキ ュ ラム本

体の外側に別置し,･ 資格取得にも対応できるように配慮

して い る｡ 第 二に ､ 社会福祉の 現場で 求められて い る

ボランテ ィア ･ マ インド (グロ ー バ ル
･ コ ミュ ニ テ ィ科目群､

コ ミュ ニ ケ ー シ ョン科目群) とボランテ ィア の現場で求め

られ てい る社会福祉の 知識と技術 ( ロ ー カル ･ コ ミ ュ ニ

テ ィ科目群､ 社会福祉士 国家試験受験資格課程) を統

合した点である｡ 第 三 に､ 近 い将来に ､ 高校福祉科の

教職課程の導入を計画して いる点で ある｡
2 0 01 年度に理事長から三学科に移行する枠組み が提

案されて教育会議で検討を重ねた｡ そ の後 ､ 理事長か

ら新学科増設の ために教員数名で構成されたタ -

ス ク ･

フ ォ
ー

ス が委嘱され､ 社会福祉関係大学関係者 ･ 有識者
の助言を仰ぎ､ 高校 の 現場との協議を踏まえて原案を

作成し､ 教育会議で検討を重ねて教授会で 決定し､ 文

部科学省と交渉に入 っ た｡ そ の 間に大学設置審議会運

営委員会や文部科学省 の係官との 間で 学科の 名称や内

容に 関して蔑度か 遣り取りが あり､ 原案を修正した｡ 折

しも､ 2 0 03 年度 から定員を変えな い 学科増が 大幅に規

制緩和されて本学の場合も届出制になり､ 本学 の共生社

会学科も2 0 03 年 6 月末 に受理された. 現在は ､

一

方 で

は学生募集に力を入れて いるが ､ 他方で は大学の 隣接

地に実習施設を設置する計画やその ため の社会福祉法

人を立ち上げる計画を進めて い る｡

本学は ､
20 0 0年 から現在に到るまで以上 に述 べ たよう

にさまざまな改革 ･ 改善に力を入れて教育改革に励み､

また方策に手を打 っ てきた ｡ 特 に20 0 4年度から三 学科

体制に移行して学生募集に力を入れてきたが ､ そ の結

果は今後 の展開を見なければまだ分からない ｡ しか し
､

今後も大学基準協会で指摘された ことを中心にして ､ さ

まざまな改革･

改善に取り組んで いくつもりで ある｡
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